畜産近代化リース協会信用保険制度（再貸付方式）要領

制定：平成２３年４月２８日
改正：平成２５年４月１０日
改正：平成２６年１月３０日

改正：平成２７年３月１９日
改正：平成３０年３月２９日
第１　趣　旨

　　この要領は、公益財団法人畜産近代化リース協会（以下「協会」という。）が行う貸付事業（再貸付けの方式をとる場合に限る。）において最終借受者の支払債務が履行されなかったことによる損害をてん補するための保険制度を実施する場合の保険の内容及び手続を定めるものとする。
第２　保険の概要

１　保険契約の締結

（１）協会は、最終転貸者（直接、最終借受者と再貸付契約を締結する借受者又は再貸付団体をいう。以下同じ。）を被保険者とし、最終転貸者と最終借受者の再貸付契約に基づく支払債務が履行されないことによって被る損害をてん補する取引信用保険契約を、この第２に定める概要に従い、保険会社と締結する。

　（注）１　最終借受者とは、業務方法書第９条の最終借受者をいう。（貸付施設を実際に使用する畜産農家等）
　　　　２　借受者とは、業務方法書第４条に規定する借受者をいう。（協会が貸付契約を締結する直接の相手方）
　　　　３　再貸付団体とは、貸付申請書（業務方法書実施要領第１章別記様式第２号）の記の４の表の（１）の欄に記入される団体をいう。（借受者から貸付施設の再貸付けを受け、最終借受者に貸し付ける農協等の団体）

（２）この保険制度は、業務方法書第１９条第１項に規定する乗馬施設及び同項に規定する地方競馬用施設の貸付けに関しては、適用しない。

２　保険の対象及び保険金の限度
（１）保険の補償対象は、最終借受者の債務不履行等により貸付契約が解除され保険事故となった時点において計算される補償対象債権額（貸付施設の取得価額から納入済みの基本貸付料の額を差し引いた額及びこれに対応する消費税相当分の額（附加貸付料及び延滞に係る違約金は含まれない。）をいう。（２）において同じ。）とする。
（２）保険金の支払は、補償対象債権額から貸付施設の処分等により回収された金額を差し引いた額に縮小率95％を乗じて得た額とし、かつ、別に定める者を除き１最終借受者当たり2,000万円を上限とする。また、協会と保険会社との間で、一定の期間中の保険金支払総額の限度が定められる。
３　保険料

（１）保険料の料率は、協会と保険会社が協議して定めるものとし、契約延長の際に変更することがあるものとする。

（２）保険料は、最終借受者が負担する。なお、協会は、保険料の一部を最終借受者に代わって負担することがあるものとする。

（３）最終借受者が負担する保険料（（２）により協会が一部を負担する場合には、その負担する部分を差し引いた部分。以下「最終借受者保険料」という。）は、年２回払いとして貸付施設の貸付料の納入期限までに借受者が最終借受者から（再貸付団体を通じた再貸付けをする場合には、再貸付団体を通じて、）徴収し、協会に納入するものとする。
（４）各納入時期ごとの最終借受者保険料は、次の算式により算定される額とする。ただし、貸付施設の取得価額から納入済みの基本貸付料の額を差し引いた額に（1+消費税相当分の率）を乗じて得た額が１最終借受者当たり2,000万円を超える場合（２の（２）の別に定める者に係る場合を除く。）の最終借受者保険料は、当該乗じて得た額に代えて2,000万円を用いて算定される額とする。

（貸付施設の取得価額－納入済みの基本貸付料の額）×（1+消費税相当分の率）×当該年度の保険料の料率（協会が負担する部分を差し引いたものとする。）×当該半年中の貸付施設の借受月数／１２
（注）当該半年中の貸付施設の借受月数とは、次に定める月数である。
	ア　貸付開始後最初に到来する納入時期の場合
	貸付開始月から納入の月までの月数

	イ　貸付けが終了した後に到来する納入時期の場合
	前回の納入の月の翌月から貸付けの最後の月までの月数

	ウ　その他の場合
	６


４　保険の責任期間
（１）協会と保険会社との間で締結される取引信用保険契約（以下「保険契約」という。）は１年間とし、毎年度延長されるものとする。ただし、保険の責任は９年間を限度とする（保険の責任は、当該貸付施設の貸付開始の日から保険契約の満期日までの間とし、保険契約が延長された場合には各延長契約の満期日又は当該貸付施設の譲渡価額の納入期限（貸付期間が９年を超える貸付施設については、貸付開始の月から起算して９年を経過する前日までの貸付料の納入期限）のうち到来の早い期日まで延長されるものとする。）。
（２）（１）にかかわらず、保険の責任は、次のいずれかの場合には、その時に終わるものとする。

ア　最終借受者が全ての貸付料、譲渡価額等及び保険料を納入期限までに納入したとき。
イ　最終借受者が再貸付契約の解除に伴う買取請求に対し、所定の精算額及び当該精算額に係る違約金を納入したとき。
ウ　保険事故が発生し、保険会社が保険金を支払ったとき。
エ　協会が保険契約を延長しなかったとき。
５　保険金支払請求権及び保険金受領権

（１）最終転貸者は、保険金の支払請求権及び受領権を協会に委任するものとする。

（２）協会は、（１）による委任に基づき、保険会社に保険金の支払を請求し、保険金の支払を受けるものとする。　

６　借受者及び再貸付団体が行うべき事項

（１）最終転貸者は、最終借受者が第４の１又は２に定める状態に至ったときは、第４に定めるところにより協会へ報告しなければならない。

（２）借受者及び再貸付団体は、保険事故の発生に関し、次の状況になったときは、協会に協力するものとする。

ア　協会が保険事故について説明又は証明を求めたとき。
イ　協会が保険事故の発生の事実又は損害額を確認するために最終借受者の帳簿その他の書類について調査するとき。
ウ　損害の防止又は軽減のために必要な措置をとるとき。
（３）借受者及び再貸付団体は、協会が信用保険制度の円滑かつ安定的な運営のために、モニタリング等必要な調査を行うときには、協力するものとする。

（４）その他取引信用保険の約款に定められる協会が保険会社に通知すべき事項について必要な確認を行うときには、借受者及び再貸付団体は所要の協力をするものとする。

　　

７　保険支払の対象外となるもの
（１）次に該当する場合については、保険金は支払われない。この場合、保険料は返還される。
ア　最終借受者が法人の場合、保険への加入の依頼日の直前の決算期において債務超過であったことが判明したとき、個人の場合、保険への加入の依頼日の直前の税務申告において事業所得が赤字であったことが判明したとき。

イ　最終借受者に第４の事態が生じた時点で、第１回目の貸付料及び保険料の納入がされていなかったとき。
（２）最終転貸者の故意若しくは重大な過失又は法令違反によって生じた損害など取引信用保険の約款に定められる事項に該当する場合は、保険金は支払われない。この場合、保険料は返還されない。
第３　加入の際の手続

１　貸付施設の貸付けを受けようとする者は、当該貸付施設に係る最終借受者の支払債務について保険の対象にしようとするときは、貸付けの申請に当たり、貸付申請書の記の４の（２）の欄に最終借受者名のほか[信保]と記入するとともに、最終借受者から別紙様式による文書の提出を求め、当該文書に最終転貸者として捺印し、（再貸付団体を通じての再貸付けをする場合には、再貸付団体の捺印を求め、）併せて協会に提出するものとする。なお、この保険制度の対象になっている貸付施設の最終借受者が、更に他の貸付施設の最終借受者となる場合には、当該他の貸付施設に係る支払債務についても保険の対象にするものとする。
２　協会は、１による提出があった場合において、特段の支障が認められないときは、貸付契約の締結に併せて、１により提出された文書（表面）の写しに貸付施設ごとの協会のリース番号を記入して、保険の対象とする旨を通知するものとする。

３　協会は、毎月末日を基準日として、基準日の属する月の初日から基準日までの間に保険の対象となったものを取りまとめ、翌月２０日までに保険会社に通知するものとする。
第４　保険事故と確定する手続

１　最終転貸者は、最終借受者が貸付料又は譲渡価額（以下「貸付料等」という。）の納入を怠ったときは、次の措置をとるものとする。

ア　貸付料等の納入期限までに貸付料等が納入されないときは、最終借受者に対して督促を行う。

イ　アの督促にもかかわらず、納入期限から２か月を経過しても貸付料等が納入されないときは、当該最終借受者に対して、配達証明付き内容証明郵便により納入期限から３か月をもって期限の利益を喪失させる旨を明記した督促状を送付するとともに、その写しと最終借受者との間の再貸付契約書の写しを添付の上、（最終転貸者が再貸付団体である場合は、借受者を通じて）協会に報告する。協会は、報告を受けた後、速やかに保険会社に通知する。
ウ　イの督促にもかかわらず、納入期限から３か月を経過しても貸付料等が納入されないときは、直ちに（最終転貸者が再貸付団体である場合は、借受者を通じて）協会に報告する。協会は、報告を受けた後、速やかに保険会社に通知する。
２　１による場合のほか、最終借受者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、最終借受者は当然に期限の利益を失う。この場合、最終転貸者は最終借受者との間の再貸付契約書の写しを添付の上、（最終転貸者が再貸付団体である場合は、借受者を通じて）協会に報告するものとする。協会は、報告を受けた後、速やかに保険会社に通知する。
ア　破産手続の開始、民事再生手続の開始、会社更生手続の開始又は特別清算開始の申立てがあったとき。　

イ　取引金融機関又は手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
ウ　財産につき強制換価手続が開始されたとき、仮差押命令が発せられたとき又は保　　全差押としての通知が発せられたとき。
エ　相続人の全員が相続の限定承認若しくは相続の放棄の申述をしたとき又は財産の分離の請求がなされたとき。
３　協会は、最終転貸者から１のウ又は２による報告を受けたときは、保険会社と協議の上、協会と借受者が締結している貸付契約を解除し、（再貸付団体を通じた再貸付けが行われている場合は、借受者に当該再貸付団体との再貸付契約を解除させ、借受者を通じて、）最終転貸者に対して以下の指示を行うものとする。
ア　最終転貸者と最終借受者が締結している再貸付契約を解除し、解除した書類の写しを提出すること。
イ　業務方法書第１３条第４項の規定により算定される精算額の支払請求を行うこと。
ウ　精算額が直ちに支払われない場合には貸付施設を回収すること。
４　３のイによる請求に対し、支払期限までに納入がされなかったときは、これを保険事故とする。
第５　債権の譲渡及び求償権の行使
１　協会は、保険金を受領したときは、直ちにその内容を借受者に通知する（再貸付団体が最終転貸者である場合には、更に借受者から再貸付団体にその旨を通知する）ものとする。
２　最終転貸者は、協会が保険会社から保険金を受領した後、その受領した保険金の額を限度として、最終借受者に対する債権を保険会社に譲渡するものとする。
３　最終転貸者は、最終借受者に対して、配達証明付き内容証明郵便により、保険会社に債権の譲渡を行った旨を通知するものとする。

４　保険会社は、協会に対して保険金を支払い、かつ、３の債権の譲渡を受けた後、最終借受者に対する求償権を行使するものとする。

第６　その他

　　第５までに定めるもののほか、この保険制度の実施に関し必要な事項については、理事長が別に定めることがあるものとし、この要領又は理事長の定めを実施するための細部の事項については、事務局長が定めることがあるものとする。
附　則

１　この要領は、平成２３年４月２８日から実施する。
２　業務方法書附則第３項に規定する特定補助金に係る貸付けに関する補償対象債権額、最終借受者保険料、加入の際の手続に係る書類及び保険事故と確定する手続における協会から最終転貸者に対する指示については、第２の２の（１）中「取得価額」とあるのは「取得価額から当該貸付施設の取得に充当した業務方法書第３項に規定する特定補助金相当額を控除して得た額（以下「補助残取得価額」という。）」と、「基本貸付料」とあるのは「基本貸付料（同項の規定により読み替えて適用する業務方法書第６条第２項第１号の基本貸付料をいう。第２の３の（４）において同じ。）」と、第２の３の（４）中「取得価額」とあるのは「補助残取得価額」と、第３の１中「貸付申請書の記の４の（２）」とあるのは「貸付申請書（畜産特定補助リース実施要領第９の１の規定に基づき協会が定める様式のものをいう。）の記の３（別添）の表の（２）」と、第４の３のイ中「業務方法書第１３条第４項」とあるのは「畜産特定補助リース実施要領第６の規定により読み替えて適用する業務方法書第１３条第４項」とする。
３　業務方法書附則第４項に規定する導入促進負担金に係る貸付けに関する補償対象債権額、最終借受者保険料、加入の際の手続に係る書類及び保険事故と確定する手続における協会から最終転貸者に対する指示については、第２の２の（１）中「取得価額」とあるのは「取得価額から当該貸付施設に係る業務方法書附則第４項に規定する導入促進負担金の額（消費税相当額を控除して得た額とする。）を控除して得た額。以下「負担残取得価額」という。）」と、「基本貸付料」とあるのは「基本貸付料（業務方法書附則第５項の規定により読み替えて適用する業務方法書第６条第２項第１号の基本貸付料をいう。第２の３の（４）において同じ。）」と、第２の３の（４）中「取得価額」とあるのは「負担残取得価額」と、第３の１中「貸付申請書の記の４の（２）」とあるのは「貸付申請書（導入促進負担リース実施要領第１２の１の規定に基づき協会が定める様式のものをいう。）の記の３（別添２）の表の（２）」と、第４の３のイ中「業務方法書第１３条第４項」とあるのは「導入促進負担リース実施要領第９の規定により読み替えて適用する業務方法書第１３条第４項」とする。
附　則

この規程は、平成２５年４月１０日から実施する。

附　則

１　この規程は、平成２６年４月１日から実施する。

２　この規程による改正後の第２の２の（２）及び第２の３の（４）ただし書の規定にかかわらず、保険の対象となる支払債務がこの規程の実施前に貸付開始となった貸付施設に関するもののみである最終借受者に係る１最終借受者当たりの保険金の額の上限及び１最終借受者当たりの最終借受者保険料の額については、なお従前の例による。
　　　附　則
１　この規程は、平成２７年４月１日から実施する。
２　この規程による改正後の第２の２の（２）、第２の３の（４）ただし書及び第２の４の（１）の規定にかかわらず、保険の対象になる支払債務がこの規程の実施前に貸付開始となった貸付施設に関するもののみである最終借受者に係る１最終借受者当たりの保険金の額の上限、１最終借受者当たりの最終借受者保険料の額及び保険の責任期間については、なお従前の例による。
附　則

１　この規程は、平成３０年４月１日から実施する。
２　この規程の実施前に貸付開始となった貸付施設に関する分の保険の補償対象については、この規程による改正後の第２の２の（１）の規定にかかわらず、なお従前の例による。
３　この規程の実施前に貸付開始となった貸付施設に関する分の１最終借受者当たりの最終借受者保険料の額については、この規程による改正後の第２の３の（４）中「差し引いた額に（1+消費税相当分の率）を乗じて得た額」とあるのは「差し引いた額」と、「当該乗じて得た額」とあるのは「当該差し引いた額」と、「納入済みの基本貸付料の額）×（1+消費税相当分の率）」とあるのは「納入済みの基本貸付料の額）」とする。

